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Ⅰ　は じ め に

社会や経済の環境変化は，賃金にどのような影
響を与えるのか？ 本稿では，高齢化，グローバ
ル化，技術革新といった現代を象徴する潮流が我
が国の賃金制度に与える影響について論じる。環
境変化は他にもあるが，近年の学術研究を概観す
ると，この三つの潮流が最も登場回数が多いのも
確かである。当然の如く扱われる現象のゆえに，
背景要因として位置づけられることが多い。しか
しながら，各現象と賃金制度の関係を個別に，よ
り深く分析することにより，意外な発見があるか
もしれない。

特集●あらためて賃金の「上がり方」を考える

社会・経済の環境変化が賃金に与え
る影響について
──高齢化，グローバル化，技術革新によるストレステスト

社会や経済の環境変化は，賃金にどのような影響を与えるのか？本稿では，高齢化，グロー
バル化，技術革新といった現代を象徴する潮流が我が国の賃金制度に与える影響について
論じる。これらの環境変化は，労働市場の均衡を揺るがす大きな負荷要因であり，日本的
雇用慣行のストレステストのようなものである。既存文献を整理し，理論とエビデンスを
照らし合わせながら，負荷要因が賃金と賃金構造に与える影響を個別に検討する。分析を
通して，我が国の雇用慣行の強みと弱みを明らかにし，また環境変化に応じて求められる
改善点について述べる。

小野　　浩
（一橋大学大学院教授）

日本的雇用慣行の柱である年功賃金制度は，近
年の環境変化には適してなく，修正が求められて
いるという見方は日々強まっている。しかし具体
的には，環境変化のどの部分と，賃金制度のどの
部分の相性が良くないのか？ どこを改善したら
よいのか？ また改善できないとしたら，なぜで
きないのか？ 既存文献を整理し，理論とエビデ
ンスを照らし合わせながら考えてみたい。

まず理論編では，人的資本理論とラジアー理論
を元に，日本の賃金体系の基本型を表す。賃金プ
ロファイルの傾き，年功賃金と長期雇用の関係な
どについて論じる（本稿では，賃金とは給与，報酬
体系を包括する広義な意味で使う）。

次に，高齢化，グローバル化，技術革新が賃金
構造・賃金プロファイルに与える影響について，
近年の動向を踏まえて分析する。また環境変化に
応じて現行の賃金制度を改善すべき点，改善した
場合想定される副作用や問題点などについても言
及する。

高齢化，グローバル化，技術革新といった潮流
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は，賃金制度に限らず，労働市場の均衡を揺るが
す大きな負荷要因である。今我々が目撃している
のは，日本的雇用慣行のストレステストのような
ものである。各負荷要因は，孤立したものではな
く，負荷同士が複雑に絡み合い，複合的に圧力を
かけている。現行の制度はどこまでストレスに耐
えられるのか，歪みはどこに生じるのか，個別に
検証していきたい。

Ⅱ　日本の賃金体系──理論的考察

まず出発点として，人的資本理論（Becker 
1993）とラジアー理論（Lazear 1979）を元に賃金
体系の基本型を紹介したい。図 1 では，横軸は年
齢・勤続年数，縦軸は賃金・生産性を示す。

人的資本には，一般的人的資本と企業特殊的人
的資本がある（Becker 1993）。一般的人的資本は
高校・大学など教育機関で学んだ知識・能力が典
型であり，市場性・汎用性が高い。これに対して
企業特殊的人的資本は，特定な企業でしか成果を
上げない。

企業は，企業内訓練というかたちで労働者の企
業特殊的人的資本に投資する。結果，労働者はそ
の企業でのみ生産性が高まり，成果を出すわけ
だ。一方で，一般的人的資本は，どの企業でも生

産性を高める能力である。一般的人的資本が高ま
れば，労働者の市場価値は上がるため，転職リス
クは高まる。このため企業からしてみれば，労働
者の一般的人的資本に投資するインセンティブは
少ない。

留保賃金と長期雇用の関係
図 1 は賃金プロファイルの二つの類型を示す。

ここでは仮に労働者が新卒として 20 歳ごろに入
社するとしよう。まず，曲線 B は市場賃金を示
す。この場合，企業内訓練は全く行われなく，理
論的には企業特殊的人的資本がゼロになる。市場
賃金で働く労働者は一般的人的資本と（限界）生
産性に応じて賃金が支給される。

曲線 A の場合，労働者は，若いうちに企業特
殊訓練を集中的に受ける。勤続年数に応じて企業
特殊的人的資本が高まり，（企業内の）生産性も
高まる。本来ならば生産性に見合った賃金が支給
されるべきだが，曲線 A では，労働者は若いう
ちは生産性を下回る賃金を受け取り，中高年に
なると生産性を上回る賃金を受け取る。賃金＝生
産性の交差点を仮に 40 歳とした場合，労働者は
20 代・30 代のうちはアンダーペイ（図でマイナス
の部分）であり，40 代・50 代にはオーバーペイ

（図でプラスの部分）となる。このアンダーペイの
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部分は，企業から労働者に対する留保賃金であ
り，「預り金」（清家 2003）または「ローン」（大
湾 2018）と呼ばれる。年齢と勤続年数に応じて賃
金が上昇するので，賃金曲線Ａはすなわち年功賃
金を表している。川口ほか（2007）は，賃金プロ
ファイルの傾きの方が，生産性プロファイルの傾
きよりも急であることを実証し，「若年労働者は
生産性以下の報酬を，中高年労働者は生産性以上
の報酬を得ている」ことを確認している。

「新卒は使えない」が意味すること
我が国の人事担当者は冗談交じりに「新卒は使

えない」ともらすことがある。この表現を人的資
本理論に置き換えると，①大学で学んできた一般
的人的資本は，企業ではあまり通用しない，②新
卒を使える人材に育てるためには，企業内で教育
して，企業特殊的人的資本を蓄積することが必要
である，を意味する。つまり，いかにして企業特
殊的人的資本が日本企業にとっては不可欠である
かを示唆している。

曲線 A からうかがえるように，20 代・30 代
は，企業から労働者に積極的に投資している期間
である。人を育てる思想として知られる「守破
離」が示すように，一人前になるためには，師に
つき，修行を通して流儀と型の基本を学ぶ時期を
必要とする。労働者からしてみれば，若いうちは
修行期間なので，アンダーペイという関係が成立
すると言える。労働者は，キャリア前半の時期に
集中的に教育・訓練を受け，その代償として「一
時的に」生産性より低い賃金を受け取る。これが
ローンという仕組みである。一方で人材投資は勤
続年数に応じて徐々に減少していくため，いず
れ賃金と生産性の乖離は小さくなる（Ben-Porath 
1967）。

賃金曲線の傾きは企業特殊的人的資本の証
市場賃金で働く労働者（曲線 B）は，賃金と生

産性の乖離がゼロになるので，ローンは発生しな
い。どの企業に移っても同じ賃金が支給されるの
であれば，別に今の企業に留まる理由はない。こ
のため，賃金が市場賃金に設定された場合，離職
率は高まる。離職率が高ければ，企業も労働者に

投資しなくなるので，企業内訓練も（さらに）低
くなる。

一方曲線 A では，いずれはキャリアの後半で
ローンを回収することを前提としている。図 1 で
も明らかのように同一企業で勤めた 40 代・50 代
の労働者は生産性・市場賃金を上回る賃金が支給
されるため，転職すると賃金は下がってしまう。
その企業でしか評価されない人的資本が増えると
いうことは，つまりつぶしがきかないということ
である。企業に残るインセンティブが高まり，転
職するインセンティブが低くなるため，この賃金
体系には，労働者を「企業内に閉じ込める効果」

（八代 2009）があり，必然的に長期雇用を促す。
賃金 A の傾きは企業特殊的人的資本の度合い

を表す。入社時から企業内訓練に積極的に取り組
む企業では，賃金 A と賃金 B の乖離が大きくな
り，賃金 A の傾きは急になる。このような企業
では，回収するローンがより大きくなるので，企
業に残ったほうが合理的である。

故に，年功賃金制度は長期勤続を奨励する一方
で，「中途採用者を差別する制度」であることも
留意すべきである（石坂 1973）。例えば，2015 年
の『雇用動向調査』によると，（男性の場合）40
代後半から転職すると，賃金が平均的に下がって
しまうことが確認されている。同時に中高年の雇
用維持を優遇する制度は，中高年の「既得権」を
強化し，中高年の転職意欲を削げる大きな阻害要
因として働く（玄田 2001）。2017 年にパーソル総
合研究所が実施した『働く 1 万人成長実態調査』
によると，「キャリアの終わりを意識する」の回
答率は 20 代・30 代では低いが 40 代・50 代では
急増することを示し，キャリアの終わりを意識す
る人がそうでない人を上回る年齢は 45.5 歳とい
う結果を得ている。同様に「出世したいと思わな
い」が「出世したい」を上回る年齢は 42.5 歳と
いう結果も示されている。

定年は絶対条件
なぜこのような持ちつ持たれつの関係が成り

立つのだろうか？ そのカギは定年制にある。我
が国の経営とガバナンスの特徴は制度的補完性

（Aoki 1988）と言われるが，定年はまさに年功
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賃金制度の必要不可欠なパーツである（Lazear 
1979）。若年者の間で生じる留保賃金は，同一企
業に残っていればいずれオーバーペイというかた
ちで回収することができる。しかし，オーバーペ
イの期間が永続的に続くと企業の収支が悪化する
ため，一定の時期を迎えると労働者を強制的に排
除するメカニズムが必要になる。これが定年なわ
けだ。終身雇用とは言えども，終身＝定年までで
あり，定年なしでは終身雇用は成り立たない。労
働者の勤続期間全体で見れば，アンダーペイとオ
ーバーペイの部分が最終的には相殺しなければい
けない。

人件費は固定費化
ここで重要なのは，我が国の雇用慣行のもう一

つの特徴である，人件費の固定費化である（八代
2011）。長期雇用が常態である日本企業では，人
材がある程度の期間は辞めないことを見込んで採
用が行われる。「新入社員を採用するときは，30
年先まで見通して人件費を組む」という話を人事
担当者から聞いたことがあるが，人件費もかなり
長期的に，かつ固定的に考えていることは明らか
である。図 1 で示す定年のラインは，プラスとマ
イナスの部分が相殺するよう緻密に計算されて引
かれたラインなのである。

ジョブ型ではなく，メンバーシップ型
また図 1 から，日本的賃金体系は，いわゆる

「メンバーシップ型」（濱口 2011）になっているこ
とが読み取れる。個々人の能力・貢献度に応じて
仕事に人を割り当てる「ジョブ型」雇用とは異な
り，「メンバーシップ型」雇用では，入り口で新
卒を「メンバー」として組織内に一括で受け入
れ，人に仕事を割り当てる。メンバーシップ型雇
用は，内部労働市場の組織形態になることも特徴
である。人材ニーズはなるべく内部で解決しよう
とするため，人材育成・人材投資は手厚い。

さて，ここまでは人的資本理論とラジアー理論
を元に日本の賃金制度の基本型を紹介してきた。
次に，社会・経済の環境変化に応じて，賃金体系
がどのように変わりつつあるのかを説明していき
たい。

Ⅲ　社会・経済の環境変化が賃金に与え
る影響

１　高齢化

我が国では，2007 年に全人口に対して 65 歳以
上の人口が 21％を超える「超高齢者社会」に突
入した。以後高齢化率は確実に進展し，2019 年
には 28.4％を記録した。就業者に関しては，1990
年から 2018 年の間で見ると，15 歳以上の人口は
1.1 倍しか増えていないのに対して，60 歳以上の
人口は約 2 倍，65 歳以上に限ると約 2.4 倍に増え
た（清家 2020）。

高齢者の働く意欲は依然として強い。2014 年
に現在仕事をしている高齢者を対象に内閣府が実
施した『高齢者の日常生活に関する意識調査』に
よると，「あなたは何歳ごろまで収入を伴う仕事
をしたいですか」の問いに対して，高齢者の約 4
割が「働けるうちはいつまでも働きたい」と回
答，「70 歳以上までも働きたい」の回答を加える
と，約 8 割が高い就業意欲を持っていることが
確認されている。また労働政策研究・研修機構

（2020）が実施した『60 代の雇用・生活調査』で
も，「採用してくれる職場があるならぜひ働きた
い」と「すでに働くことが決まっている」を合わ
せた回答率は 2014 年には 29％であったのに対し
て，2019 年には 56％であり，ほぼ倍増している。
近年において高齢者の就業意欲が高まっているこ
とを示している。

先進国においては人生 100 年時代と言われてい
る。片や我が国の人口は長期的に減少する見通し
であり，人材不足も深刻化している。未だに多く
の企業で定年は 60 歳に設定されているが，今日
の労働市場の需給を見据えても，やる気満々の高
齢者を強制的に排除してしまうのは実にもったい
ないことである。

このような要請を背景に，高齢者の就業率を高
める議論が盛んになった。中でも注目されている
のが高齢者雇用安定法である。この法案の主な特
徴としては，①定年制の廃止，②定年年齢の引き
上げ，③定年後に希望する労働者のための継続雇
用制度（再雇用制度，勤務延長制度など）の導入，
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のいずれかの措置を企業に義務付けたことである
（戎野 2008）。2019 年の改正案では，①～③に加
えて，70 歳まで働くことを希望する高齢者に対
して，他企業への再就職支援，起業支援などの努
力義務を企業に求めている。また高齢者雇用安定
法と並行して，厚生年金の支給開始年齢も段階的
に引き上げられ，2013 年には 61 歳であったもの
が，2025 年には 65 歳まで引き上げられることが
決定している（清家 2020）。

これらの動きは，高齢者の労働力を押し上げる
効果があることが実証研究から明らかになってい
る。例えば近藤（2014）は，『労働力調査』の個
票データを使い，高齢者雇用安定法が 60 歳代前
半の就業率増加に効果的であったことを実証して
いる。

2017 年に厚生労働省が実施した『高年齢者の
雇用状況調査』では，定年を延長して 65 歳以上
に設定した企業は 17％，定年制度を廃止した企
業は 2.6％にとどまり，約 8 割の企業が継続雇用
制度を導入していることが明らかになった。

高齢者雇用安定法と賃金
それでは，高齢者雇用安定法で求められている

これら三つの措置が，賃金構造にどのような影響
を与えるのだろうか？ 個別に考えてみたい。

①定年制の廃止
三つの措置のうち，日本企業にとって最もハー

ドルが高いのは定年制の廃止だろう。この理由
は，ラジアー理論を応用すれば明白である。上述
のように，現行の賃金制度では，定年は絶対条件
である。現状の仕組みでそのまま定年が廃止され
ると，アンダーペイの部分は変わらないが，オー
バーペイの部分は無限に拡大していく。生産性を
上回る賃金が永続的に支払われるため，企業の負
担は増し，収支が合わなくなる 1）。

定年制を廃止するには，現行の賃金制度に大幅
な修正が求められることになる。具体的には，生
産性と一致した賃金を入社時から支給することが
必要になる。この修正は，企業内訓練をなくし，
留保賃金の構図をなくすことを意味する。企業内
訓練を行わない企業で求められるのは，企業特

殊的人的資本ではなく，一般的人的資本になる。
「使えない新卒」を企業内で訓練する仕組みも廃
止され，入職時から即戦力として使える人材が求
められる。

制度的補完性を考慮すると，定年制の廃止は日
本的雇用慣行を全面的に解体するに等しい。現
に，実施している企業が 2.6％にすぎないのも，
いかにして難易度が高いかが頷ける。

②定年年齢の引き上げ
高齢化・長寿化が進展しても，定年廃止が困難

だとしたら，定年延長は自然の成り行きであろ
う。現に長寿化に伴い，1960 ～ 70 年代にはほと
んどの企業が 55 歳定年だったのに比べ，1990 年
代以降は 60 歳定年が標準的である。

図 1 の賃金体系で，定年を延長したらどうなる
だろうか？ 人件費の固定費化という概念は，労
働者が定年で退職することを見込んでいる。20
代・30 代のアンダーペイ部分がそのまま残され
て，定年が引き延ばされれば，相対的にオーバー
ペイ部分が拡大し，企業としては収支が合わなく
なる。この枠組みの中で定年が延長された場合，
必然的に起こるのは賃金のフラット化，つまり賃
金曲線の傾きがより緩やかになることである。賃
金曲線のフラット化に関しては，実証研究が増え
ており，エビデンスは多い。この点については，
本稿Ⅳで詳述する。

③継続雇用制度・再雇用制度
さて，三つの措置のうち，導入率が最も高い継

続雇用制度・再雇用制度が賃金に与える影響につ
いて，ラジアーモデルを使って考えてみよう。前
述のように，図 1，曲線 A の水準でそのまま雇
用を継続すれば，オーバーペイの部分が大きくな
り，企業としては採算が合わなくなる。雇用継
続・再雇用を実現するためには，定年時で一度賃
金をリセットして，仕切り直しする必要がある。

再雇用制度により，給与水準はどこまで下が
るのだろうか？ 労働政策研究・研修機構（2020）
が実施した『60 代の雇用・生活調査』によると，
60 ～ 69 歳の定年後再雇用の給料減額率は 21 ～
50％が多数を占め，「賃金額が減少した」と答え
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た割合は，全体の約 8 割であった。
再雇用制度導入による課題は多いが，ここでは

特に賃金に関する問題点について指摘する。
第一は，賃金減額に伴う，モチベーションの

低下である。笠井（2012）は現在就業している 60
代男女のアンケート調査から，回答者の 56％が

「賃金に不満がある」ことを確認している。また，
高齢就業者の間では，収入への不満がないほど就
業意欲は高く，現在の働き方の継続可能性が高ま
る結果も見出している。

第二は，賃金減額と同一労働同一賃金との不整
合性である。同じ職場で同じ業務をこなしている
高齢者が，60 歳になった時点で賃金が減額され
ることは，同一労働同一賃金の原則に抵触すると
指摘されてもおかしくない。この点，減額を不当
とし，訴訟を求める実例が増えている 2）。

高齢化と若年労働市場
最後に，賃金とは直接関係はないが，高齢者雇

用安定法のように高齢者の雇用継続を優遇する措
置が若年労働市場に与える影響について触れてお
きたい。玄田が書くように，定年延長か廃止が
義務付けられると，企業は「雇用の自然減を生み
出す重要な調整の手段」を失うことになる（玄田 
2001：110）。ゆえに，一定の年齢を迎えた中高年
層が労働市場から退出しない限り，若年層の就業
機会を奪ってしまうおそれがある。

実証分析では，継続雇用制度の義務化が若年の
フルタイム雇用を抑制するような傾向は確認でき
なかったという研究結果がある一方で，義務化は
新規作用を抑制した可能性があるという研究も
ある。この点について現段階では，労働経済学
者の間でもコンセンサスが得られていない（近藤 
2017）3）。

２　グローバル化

企業環境のグローバル化は，異なる文化・ガバ
ナンス・経営を取り入れた企業の国際間移動を促
し，我が国の雇用慣行と働き方にも影響を及ぼ
す 4）。人口減少に突入した我が国の消費はこの先
縮小することから，市場拡大という面からも日本
企業のグローバル化と海外進出は不可避であり，

今後さらに勢いを増すことが予想される。ここで
は主にグローバル化が我が国の賃金と賃金構造に
与える影響について述べる 5）。

まず，グローバル化がガバナンスに与える影響
としては，ステークホルダー資本主義から，株
主資本主義への移行が挙げられる。グローバル
化は，多様な文化・国家が平等な土俵で競争で
きるように，透明性のある市場形成を促す（小
野 2015）。我が国のガバナンスは，従業員主権
に象徴される「人本主義」（伊丹 1987）から，ア
ングロサクソン型の株主重視に移行しつつある

（Jacoby 2005；Olcott 2009；Westney 2001）。 株 主
価値の最大化を使命とする企業経営では，短期の
利益追求が重要視される。グローバル化と株主資
本主義への移行は，雇用を守ることを優先する日
本的経営の基盤を揺るがす大きな負荷となる。

対内直接投資の増加に伴い，外資系企業数と外
資系企業に勤務する従業員数は増え，存在感を高
めている。同時に，外国人株主の株式保有も着実
に増加しており，企業経営に影響力を増すことが
予想される 6）。外資系企業のほとんどが欧米系の
企業であることから，我が国の雇用慣行に欧米諸
国からの影響を及ぼすことが想定される 7）。例え
ば八代（2018）は，イギリスの労働市場は基本的
にはジョブ型雇用であり，賃金相場は「仕事の外
部（労働市場）価値」を反映していることから，

「より流動的な労働市場における人材獲得競争に
対応している」と説く。我が国においては，外国
人株主・機関投資家の台頭が，雇用調整速度を速
めていることが実証されている（Ahmadjian and 
Robbins 2005）。

グローバル化が賃金構造に与える影響
日本企業と外資系企業の賃金構造を人的資本

理論で分析してみよう。年功賃金は日本特有の
現象ではないが，日本の賃金曲線（正確には勤続
年数に応じた賃金曲線）は欧米諸国に比べると急
傾斜であることが実証研究で確認されている（例
えば，日米比較では川口［2011］，日欧比較では八代

［2009］，Nishimura ［2020］を参照）8）。前述のよう
に，賃金曲線の傾きが日本より緩やかということ
は，欧米企業の賃金曲線が市場賃金により近いこ
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と，従って企業特殊的人的資本のリターンは低
く，一般的人的資本（例えば学歴，経験年数な
ど）のリターンが高いことを意味する 9）。

Ono and Odaki（2011）は，外資系資本比率に
応じて賃金曲線がどのように変化するかを示した

（図 2）。まず日本企業（＝外資系資本比率 10％未
満）の場合，経験年数で見た賃金曲線は緩やかで
あるが，勤続年数で見た賃金曲線は急斜になって
いる。そして外資系資本比率が高まるに従い，経
験年数で見た賃金曲線は急斜になり，勤続年数で
見た賃金曲線は緩やかになる。この傾向は，外資
系資本比率 50％以上の企業で最も顕著である 10）。
つまり，日本企業では企業特殊的人的資本に対す
るリワードが高く，外資系企業では一般的人的資

本に対するリワードが高いことが確認された。こ
の結果は前述のディスカッションと整合性があ
る。なお勤続年数の傾きだけを見た場合，外資系
資本比率 50％以上（図 2［iv］）の緩やかな傾きは
市場賃金に近い図 1，曲線（B）であり，日本企
業（図 2［i］）の急な傾きは，市場賃金から乖離
した図 1，曲線（A）に相当することがわかるだ
ろう。

Ono（2007）は，『ワーキングパーソン調査』の
質問「あなたの賃金（月収）は，主にどのような
要素によって増減していると思いますか」から，
最も高い回答は日本企業の場合「勤続年数」であ
り，外資系企業勤務者の場合は「能力」と「自分
の業績・成果」であり，前者は年功主義で，後者
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は能力・成果主義になっていることを示した。我
が国でも成果主義的な賃金制度に移行する動きは
強まっているが，年功は依然として根強い。例え
ば Kitagawa, Ohta and Teruyama（2018）の研究
では，正規労働者は，報酬が経験年数よりも勤続
年数に依存していることを明示している 11）。

実証研究では，日本企業に比べて外資系企業の
方が賃金の絶対水準が高いことも確認されてい
る。例えば，Ono and Odaki（2011）は，外資系
資本比率が 50％以上の企業では，日本企業に比
べると賃金が約 30％高くなるという結果を得て
いる。日本企業は雇用保障ありで低賃金，外資系
企業は雇用保障なしで高賃金だとすると，外資系
企業の高賃金は，雇用保障がない代償として供与
されるリスクプレミアムとして捉えることができ
る。そして，日本企業の労働者は，高賃金より安
定した雇用を重んじることから，解雇リスクから
守ってくれる安心を「保険」というかたちで支
払うため賃金が低くなるという見方が成り立つ

（Ono 2007）。

　グローバル化が人材のセレクションに与える影
響
日本企業と外資系企業の異なる報酬体系は，人

材のセレクションに大きく影響する。具体的に
は，賃金が相対的に低いが安定した雇用を好む労
働者は日本企業を選び，賃金が高いが安定した雇
用にこだわらない労働者は外資系企業を選ぶとい
った人材淘汰が起こる。Ono（2018）は，（日本企
業に比べて）外資系企業に就職する確率が高い人
材とは，海外の大学を卒業した者，英語能力が高
い者といったいわゆるグローバル人材と，高学
歴・高スキルの女性であることを明らかにしてい
る。彼らからしてみれば，長期コミットを前提と
した賃金体系は必ずしも魅力的ではないため，日
本企業を敬遠することになる。

つまり，労働市場のグローバル化が進むと，
現行の日本企業の賃金体系では，有能な人材を
引き付けることは困難になることが十分予期さ
れ る 12）。 例 え ば，Huang, Yang and Sekiguchi

（2020）の研究では，外国人従業員は日本的な年
功序列賃金ではなく，成果主義的な報酬を好むこ

とを示している。
実例として，Ono（2018）は，1990 年代に優秀

な証券アナリストが日本企業から外資系企業に
流出するブレーンドレーン（頭脳流出）に注目し
た。証券アナリストになるためには，試験に合格
し，実務経験を積んでアナリストの資格を取る必
要がある。日本企業は新卒社員を囲い込み資格を
取るまでの「修行期間」に投資することになる。
アナリスト資格は，どこの企業でも通用する一般
的人的資本の典型である。合理的に行動するアナ
リストは，日本企業で教育を受け，アナリスト資
格を取得してからより高い賃金を求めて外資系に
転職することになる。1990 年代の証券業界では
このようなブレーンドレーンが相次いだ。野村
證券，大和証券と言った大手は，有能な人材を育
成して，OB・OG を外資系に輩出する Academy 
Company（Cappelli and Hamori 2005）として知ら
れるようになった。

証券アナリストのように，企業特殊的人的資本
ではなく，一般的人的資本で人材の価値が評価さ
れ，かつ報酬が高い業界では，日本型の賃金体系
は魅力がなく，通用しない。また企業としても
Academy Company の地位は望ましくない。一
方的に人材を送り出すだけでは，投資が回収でき
ない。人材の流出を阻止するためには従来の賃金
体系を再設計する必要がある。このため，一部の
金融機関では優秀な人材を引き留めるため，また
外資系との人材争奪戦に勝ち残るためにも，現
行の人事とは全く別の，年俸制に近い「特別専門
職」のようなトラックを導入している。

待遇を改善して，外資系に対抗して人事面で競
争力を高めている日本企業は近年増えつつある。
かつては，日本企業から外資系企業への移動が主
流であったものの，近年はその逆の動きや，日本
企業→外資系企業→日本企業といった出戻りも珍
しくなくなってきている（Ono 2017）13）。同時に，
外資系企業も人材の流出を防ぐために，社内の教
育・訓練を増やしたり，待遇を改めるなどして
より日本的になっている点も注目に値する（濱脇 
2019；Ono 2018）。
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年功賃金はアメリカで通用するか？
最後に，現行の日本型賃金体系をそのまま流動

性の高い労働市場に移植したらどうなるだろう
か？ 図 1 では，曲線 A が日本，曲線 B が仮にア
メリカだとしよう。いくつかの問題点が生じるこ
とは安易にお分かりであろう。

第一に，若年層では生産性・市場賃金を下回る
賃金が支給されるため，若い人を採用することが
できない，また採用できても引き留めることがで
きない。アメリカや中国のように流動性が高い労
働市場では，長期志向の賃金体系は成り立たない
わけだ。このため日本企業が海外で優秀な人材を
獲得するためには，その人事制度に大幅な修正が
必要だ。具体的には，人材投資を減らし，賃金を
フラット化し，賃金と生産性の乖離を小さくする
ことが求められる。

グローバル化は国境を越えた企業活動を促す傍
ら，母国の組織とその制度をそのまま移植するこ
とは困難を極める。他国に進出した企業は，その
受入国の文化・風土に見合った制度に適応させる
ために多分な修正を加えることになる。また，外
国の企業が存在感を増すと，日本企業もグローバ
ル化に通用する部分と通用しない部分が露呈する
ことから，軌道修正が求められる。異なる企業文
化が同じ土壌で競争することにより，日本企業と
外資系企業の文化的距離は縮まり，雇用慣行の
収斂のような現象がにわかに起きている（Jacoby 
2005）。

３　技術革新

技術革新は，労働市場で求められる人的資本の
需給バランスに変化をもたらす。新しい技術を駆
使し，高度の専門性を有する人材の需要は高ま
り，高スキル労働者の賃金は上昇する。一方で単
純労働や定型的な業務は自動化の対象になりやす
く，需要が低くなるため，賃金は低下する。労
働市場で求められるスキルに応じて，賃金は二極
分化し，賃金格差が拡大する「スキル偏向型技術
進歩」仮説（skill biased technological change）は，
1990 年代のコンピュータ化を契機に盛んに唱え
られた（池永 2009）。

近年においては，AI やロボットの発達が労働

市場に与える影響が近年注目されている 14）。悲
観論は，自動化・ロボット化の著しい進化が，雇
用を奪うという見方である（例えば Brynjolfsson 
and McAfee 2014）。一方で Autor（2014）は 20 世
紀を振り返り，技術は人的資本を代替するのでは
なく，補完すると強調する。森川（2018）も同様
に，「AI やロボットは新しい産業・職業を生み出
し，特に人間労働と補完性のある労働に対する需
要を増加させる可能性がある」と指摘する。歴史
が証しているように，新しい技術の紹介によって
労働市場の均衡が短期的に乱れても，長期的には
市場は均衡を取り戻すと考える。

更に Autor（2014）は，技術革新により，中ス
キルの職業は減り，高度な専門性が求められる高
スキルの仕事と，非定型ではあるが低スキルの
職業が増えるといった二極分化説を説く。同様に
Anthes（2017）は，近年注目されている IT 化・
デジタル化の進展は，高度な IT 人材の需要を高
める一方で，新しく形成されたデジタルエコノミ
ーを支える低スキル労働者の需要も同時に高める
と論じる。

我が国においても，技術革新による二極分化
説は支持されている（Ikenaga and Kambayashi 
2016）。ここでは二極分化を前提に，IT 化・デジ
タル化の動きが我が国の賃金に与える影響につい
て，高スキルと低スキルに分けて検討したい。

高スキル人材の場合
まず IT 化が高スキル人材の賃金に与える影響

については， 2016 年に経済産業省が行った『IT
人材に関する各国比較調査』が興味深い。図 2
は，調査から得られた日米の IT 人材の年収分布
を表す。図 1 と上述のディスカッションを踏まえ
て特徴を指摘したい。

第一に，全ての年代において，年収は米国の方
が高い。20 代・30 代の平均年収で見ると，2 倍
以上の開きである。IT 業界は技術革新のスピー
ドが著しく早いことを考えると，企業内で人材育
成に投資するのではなく，労働市場から専門性の
高い人材を調達する方が合理的である。つまり，
米国の IT 業界は高度な一般的人的資本が市場価
値として評価されるジョブ型の労働市場になって
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いる。
第二に米国の方が年収のピークは早い。表の平

均値で見ると，米国では 30 代ですでにピークを
迎えるのに対して，日本の場合， 50 代が最も高
い。米国の IT 業界では，専門性の高い若いプロ
フェッショナルを引きつけるインセンティブが強
く機能していることが浮き彫りになる。若年層の
給与は低く，中高年の給与は高く設定する日本型
との差は歴然である。一般的人的資本で支配され
る米国の労働市場は，スタートラインから市場価
値が問われる。新卒を一括採用して長期にわたっ
て内部で育成するのではなく，「使える新卒」を
最初から高い給与で採用する違いを象徴してい
る。

第三に，（ボックスの大きさからもわかるよう
に）全ての年代において米国の方が年収の分布
が大きい。日本の場合，平均値からのばらつきは
小さいが，米国の場合ばらつきは大きい。年収
4500 万円台という最高値がばらつきを引っ張っ
ているのも一つの原因であろう。日本の場合，年
齢に応じて分布が大きくなっているのも注目に値
する。

以上から，IT 業界においては，日本の現行の
賃金体系では優秀な人材が集まらないのは自明だ
ろう。内部育成，中高年優遇，長期雇用といっ
たメンバーシップ型雇用は，IT 業界のような高
度プロフェッショナルの労働市場では成り立たな
い。

最近は，我が国でも一部の大学で AI を専門と
する大学生・大学院生を育てている。しかし，彼
らの多くは卒業後海外の IT 企業に引っ張られ
る。例えば米 IT 大手 Google の場合，学生たち
にオファーされた年収は約 1800 万円であり，サ
ラリーマンの平均年収の 4 倍以上である 15）。一
見常識外れのような金額にうつるが，図 3 の米
IT 人材の 20 代の年収分布を見ると，決して法外
な金額ではない。先に「グローバル化」でも述べ
たように，IT 業界でもブレーンドレーンは起き
ており，優秀な人材を巡る競争は激しい。最近は
ソニー，日本 IBM，NTT グループなど，報酬と
インセンティブを見直して競争力を高める日本企
業も増えているが，決して業界全体の動きとは言
い切れない。
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4,000 米国

3,500

3,000
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0

単位：万円

出所：経済産業省『IT人材に関する各国比較調査』（2016）

日本 米国 日本 米国 日本 米国 日本 米国
最小値 150 114 100 172 150 172 100 286
最大値 1,250 4,578 1,250 4,578 1,750 4,578 2,250 3,720
平均値 413 1,023 526 1,238 646 1,159 754 1,041

20代 30代 40代 50代

図３　日米のIT人材の年代別の年収分布
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低スキル人材の場合
インターネットを通して単発的な商品・サービ

スの注文を可能とするギグ・エコノミーの出現
は，ソフトウェア開発やデザインといった高スキ
ルの需要を高める一方で，その巨大市場の担い手
となる「ギグ・ワーカー」を大量に必要とする。
Uber の運転手，Uber Eats の配達員，Airbnb の
家事代行要員がその典型例となる。副業としてい
る人も多いことから，日本におけるギグ・ワー
カーの市場規模は正確には把握されていないが，
2020 年 6 月には登録者数が 700 万人となり，こ
れは全就業者数の約 1 割に相当する 16）。今後ギ
グ・ワーカーの市場はさらに拡大することが見込
まれる。

ギグ・ワーカーは，自分が好きな時に好きなだ
け仕事ができるという柔軟性や，いろいろな仕事
が経験できるというメリットがあるが，逆にいつ
仕事が発生するかわからない，収入が安定しない
というデメリットもある。ギグ・ワーカーは通常
従業員とみなされないので，立場は決して強くな
い。ギグワーク市場全体で見ると，（高スキルに
対して）低スキルのギグ・ワーカーは供給過剰に
なっているため，仕事が発生すると断れないこと
も多く，賃金は低い（Anthes 2017）。

最後に，AI やロボットが雇用・賃金に与える
影響について聞いた森川（2018）の個人サーベイ
の結果を紹介したい。まず AI やロボットが雇用
に与える影響については，「仕事が失われるおそ
れがある」と「仕事が失われるおそれがない」の
回答率は同程度であった。ただし，失われるリス
クについては，中高年者より若年者，フルタイム
よりパートタイム労働者，高学歴者よりも低学歴
者の方が回答率が高かった。これら結果は，個人
レベルでも定型的業務の方が雇用の代替性が高い
という見解が強いことを示唆する。

AI やロボットが賃金に与える影響については，
概ね賃金が低下する方の回答率が高くなってい
る。ただしこれも属性によって異なり，例えば中
高年者より若年者の方が低下する懸念を抱いてい
る。この結果は，AI とロボットによる影響は近
未来には危機感はないが，長期に展望すると警戒
が強まることを示している。

Ⅳ　賃金プロファイルのフラット化と帰
結

環境変化が賃金制度に与える影響として，も
っともエビデンスが多いのは賃金プロファイル
のフラット化であろう。まず Clark and Ogawa

（1992）は，定年を高く設定している企業の方
が，勤続年数に伴う賃金の上昇が緩やかになって
いることを示した。Kimura, Kurachi and Sugo

（2019）も，定年の延長が勤続年数で見た賃金プ
ロファイルを緩やかにする効果があることを示
し た。 同 様 に Kitagawa, Ohta and Teruyama

（2018）も勤続年数で見た賃金プロファイルが
1981 年から 2014 年にかけて緩やかになっている
こと，そしてこのフラット化が特に中高年で起き
ていることを確認した。

濱秋ほか（2011）は，1989 ～ 2008 年のデータ
を検証し，年齢で見た賃金プロファイルが緩やか
になっていること，そして特に 40 歳代以降では
賃金がほとんど上昇していないことを明らかにし
た。図 1 が示すように，40 歳代以降に同一企業
に勤める労働者は，賃金が生産性を上回る傾向が
強まるため，転職するインセンティブが弱まる。
企業はこのオーバーペイの部分をレバレッジとし
て，中高年層の賃金を減らしている可能性が強
い。濱秋ほか（2011）は，「転職が容易ではない
中高年層では，賃金上昇率の低下を甘受してでも
同じ企業に留まろうとする」と考察する。

フラット化は，中高年層の賃金を低くする傍
ら，若年層の賃金を押し上げることも確認されて
いる 17）。図 1 では，曲線 A の切片が上がること
を意味する。近年においては，中高年よりも若年
層が賃金面では相対的に優遇されているという構
図が浮かんでくる。

勤続年数で見た賃金プロファイルのフラット
化もエビデンスは多い（大湾・佐藤 2017，Kimura, 
Kurachi and Sugo 2019 など）。前述のように，勤
続年数で見た賃金プロファイルの傾きは，企業特
殊的人的資本の度合いを示す。プロファイルのフ
ラット化は，日本企業における企業特殊的人的資
本の重要度が低下していること，また企業内で実
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施される企業特殊的教育・訓練が減っているこ
とを示唆している。この点 Yokoyama, Kodama 
and Higuchi（2019）の研究では，1989 年に比べ
ると 2013 年の企業特殊的人的資本に対するリタ
ーンが低下していることを示し，同期間中に日本
企業が企業内訓練を減らしたという事実関係と整
合性があると結論付けている 18）。ただし，この
研究では，高賃金の男性労働者は例外的に企業特
殊的人的資本に対するリターンが高まっているこ
とを見出し，日本企業が一部の人材を優遇するよ
うなかたちで，より選択的に企業内訓練を行って
いる可能性が強まっているとも述べている。 

フラット化と関連して，賃金プロファイルのピ
ークが早まっていることも注目に値する。（大湾・
佐藤 2017）。前述のように，現行の賃金制度では
特に若くて優秀な人材を日本企業に引きつけるこ
とは難しい。我が国の賃金水準を欧米の水準に比
べると，特に若い世代での賃金の低さが目立つ。
グローバル化の影響を受けて，日本企業も人材獲
得へ危機感を抱くようになっている。若年層の賃
金を押し上げ，中高年の賃金を押し下げる圧力は
今後も強まり，賃金プロファイルのフラット化は
さらに進展することが予想される。

Ⅴ　む す び

年功賃金制度の今後の存続が問われている。そ
れはつまり環境変化から発生するストレステスト
に現行の賃金制度がどこまで耐えられるかが試さ
れているということだろう。本稿では，高齢化，
グローバル化，技術革新といった負荷要因が賃金
に与える影響について考察した。ストレステスト
の結果を白黒で判定することはできないが，負荷
要因が様々な歪みを露わにし，現行の賃金制度が
限界に近い局面を迎えていることは否めないだろ
う。

制度的補完性を考慮すると，年功賃金制度の弱
体化は，同時に終身雇用など，年功賃金に依存し
ていた他の制度の弱体化も意味する。労働者から
してみれば，賃金のフラット化は，中高年のリワ
ードを相対的に減らし，中高年まで同一企業に残
るインセンティブは弱まる。濱秋ほか（2011）が

説明するように，賃金プロファイルのフラット化
は，「日本的雇用慣行をこれまでのように維持す
ることが困難になっている現実を示している」と
言っても過言でないだろう。

本稿では，賃金プロファイルの傾きと，埋め
込まれたインセンティブが近年の環境変化には
向いていないという問題点を数々指摘した。同
時に日本の賃金の絶対水準は，国際比較で見ても
OECD 平均を下回っており，競争力を高めるた
めには賃金の絶対水準を上げることが不可欠であ
る。特に昨今は人材不足であるがゆえに，賃金が
上昇してもおかしくない。しかし，玄田（2017）
が説くように，我が国において，賃金を上げるの
は容易ではなく，近未来に大幅な賃上げは期待で
きない 19）。

高齢化，グローバル化，技術革新といった環境
変化は今後更に勢いを増すことが予想される。こ
のような負荷に対して，軌道修正はすでに始まり
つつある。今までの論考を取りまとめると，環境
変化が賃金構造に与える影響として，大きく三つ
の動きが考えられる。

第一に，賃金プロファイルのフラット化はさら
に進展するだろう。高齢化・長寿化による定年の
延長，グローバル化，IT 化による人材争奪戦の
強化など，どの環境変化をとっても，賃金プロフ
ァイルの傾きが今後急になるシナリオは考えられ
ない。

賃金プロファイルのフラット化は，中高年の賃
金の抑制と同時に，若年の賃金を上げることにな
るので，新卒・若年層にとっては魅力的な賃金体
系になる。使える新卒への期待が高まるのと同時
に，使える新卒を輩出する大学教育への期待も高
まる。若手の処遇を手厚くし，中高年を冷遇する
と，転職が増えることが予想される。一般的人的
資本の重要度が高まることと連鎖して，中途採用
の市場が活発化する。企業の「正社員保護主義」
的な発想（八代 2009）は弱まり，転職が常態化す
るような循環を生み出してもおかしくないだろ
う。 

第二に，賃金制度がさらに多様化することが予
想される。ここでいう多様化とは，同一企業の中
で労働者が複数の報酬制度から選べるようなオプ
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ション制度である。報酬制度の選択制は，多様化
する人材ニーズに対応する面で必要であろう。例
えば外資系企業や IT 企業のブレーンドレーンに
対抗するために，一部の日本企業では，高度プロ
フェッショナル人材の特別トラックが用意されて
いる。「保険」を払ってまでも安定を好む低賃金
モデル，雇用保障は必要ないが高い給料を好む高
賃金モデルを，同一企業で併存させて，労働者が
選べるような柔軟な対応が必要だろう。

第三に，日本の雇用慣行・文化的特性に適した
報酬制度が求められる。グローバル化の影響とは
いえ，国の文化や慣習に適応した制度が必要だ。
日本の賃金体系とは極端に異なる，例えばアメリ
カ型のような賃金体系を取り入れると，様々な弊
害が生じることが想定される。高度プロフェッシ
ョナル型またはジョブ型とは言え，修正を繰り返
して，存続するのは我が国の慣行に適した制度で
ある。雇用維持を重んじる「日本的ジョブ型」の
ような，ハイブリッドが台頭することが予想され
る。

現在進行中の環境変化は，日本の労働市場に負
荷を与え，均衡を乱した。Schultz（1975）は不
均衡に適応できる人的資本の価値は計り知れない
と論じた。企業を取りまく環境には，不安材料が
蔓延している。今求められているのは，数々の負
荷要因を克服して，不均衡の中から新しい均衡を
見出すことができる人材と組織である。

謝辞　本稿の執筆にあたり，上野有子氏（内閣府），川口大司氏
（東京大学），木村素子氏（一橋大学），西坂美奈氏（一橋大学）
に貴重なご意見をいただき，心より感謝申し上げる。

	 1）定年制は「同一の仕事能力を持っているのにもかかわらず，
年齢だけの理由で解雇することは年齢による差別」という理
由から，アメリカを始め，諸外国では禁止されている。詳細
は八代（2009）を参照。

	 2）例えば，長澤運輸のトラック運転手の男性 3 人が訴えた事
例では，最高裁判決で，再雇用者の賃金減額については「社
会的にも容認されており，一定の合理性がある」と判断して
いる。（「定年後再雇用の賃金引き下げは社会の不利益，最高
裁判決から考える」『ダイヤモンド・オンライン』2018 年 6
月 5 日）

	 3）高齢者雇用安定法が，若年労働市場に与える影響に関する
研究のレビューについては，近藤（2017）を参照。

	 4）グローバル化が労働市場に与える影響をマクロとミクロの
視点から見た特集としては，『日本労働研究雑誌』2018 年 7
月号を参照されたい。

	 5）グローバル化は同時に人材の移動を促すことから，国内の

外国人労働者の増加にも結び付いているが，この点について
は稿を改めたい。

	 6）日本取引所グループ実施の『2018 年度株式分布状況調査』
によると，外国法人等による株主保有比率は，1970 年の 4.9
％から，2013 年には 30.3％まで増加している。

	 7）経済産業省『外資系企業動向調査』によると，外資系企業
数は 1998 年から 2012 年にかけて 1532 社から 3194 社に倍増，
2012 年には 3194 社のうち 887 社がアメリカ系，1400 社が欧
州系であったとしている。

	 8）Koike（1988）は，日本の場合，生産労働者（ブルーカラ
ー）でもホワイトカラー並みに賃金が上がることを示し，日
本特有の現象であると説明している。

	 9）Mincer and Higuchi（1988）の比較研究では，日本企業に
比べてアメリカ企業の方が勤続年数に対するリターンが低い
という結果を得ている。

10）Ono（2007）は，賃金構造を日本企業対外資系企業の二区
分で検証し，外資系企業の場合，勤続年数が賃金に与える影
響は統計的有意性がないことを示している。

11）2017 年に厚生労働省が実施した『就労条件総合調査』によ
ると，管理職以外で年功を考慮する企業は 67％であり， 43％
であった成果主義を大幅に上回っている。2019 年に経団連が
実施した調査によると，非管理職の基本給の構成要素で最も
回答が多かったのは職能給で，次は年齢・勤続給であった。
いずれも年功賃金の代表的な要素であり，業績・成果給や職
務給・仕事給など成果主義的な構成要素を上回っている。

12）2019 年にスイスの IMD が実施した調査では，「外国人を引
きつける国の魅力ランキング」で日本は 35 位，（スイスは 1
位）であった。

13）例えば，2017 年 7 月 8 日の日経記事では，外資系企業から
日本企業への転職が増えていると伝えられている。

14）技術革新が日本の労働市場に与える影響については，例え
ば柳川ほか（2018）を参照。「AI は働き方をどのように変え
るのか」については池田ほか（2020）を参照。

15）「グーグル：東大で「青田買い」：ＡＩ技術流出に日本危機
感」『毎日新聞』2015 年 4 月 2 日。

16）「ギグワーカー 100 万人増し」『日本経済新聞』2020 年 6 月
24 日。

17）例えば，上野・神林（2017）は，労働市場の新規採用者で
ある 20 歳代の時間賃金の水準は，1990 年代後半よりも維持
されていることを確認している。

18）Yokoyama, Kodama and Higuchi（2019）の研究では，低・
中賃金の労働者の場合，勤続年数に対するリターンが低下し
ていること，高賃金の労働者の場合，勤続年数に対するリタ
ーンが高まっていることを示した。

19）この点，野間（2020）は，給付水準を上げることが難しい
理由として，高齢化と年金制度を述べている。確定給付型企
業の場合，給料は将来の年金に結びついている。今の給料を
上げると退職後の年金も引き上げねばならない。高齢化・長
寿化が進むと確定給付型年金の企業負担はさらに膨らむこと
になる。ここでもまた制度的補完性が関係している。確定給
付型年金という制度が，長期雇用を補完しているわけだ。
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